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８
年
ぶ
り
に
有
観
客
で
行
わ
れ
た
五
輪
が
パ
リ
で
開
催

さ
れ
ま
し
た
。
声
援
に
背
中
を
押
さ
れ
、
歓
喜
を
爆
発
さ

せ
る
選
手
、
悔
し
涙
を
流
す
選
手
。
紙
一
重
の
勝
負
の
中

で
戦
う
選
手
達
は
精
悍️
で
あ
り
、 

ま
た
残
酷
で
も
あ
り
ま

し
た
。
そ
れ
で
も
試
合
の
後
、
お
互
い
を
リ
ス
ペ
ク
ト
し

合
う
姿
は
、
本
来
の
五
輪
の
趣
旨
を
映
し
、
と
て
も
美
し

く
感
動
的
で
し
た
。

し
か
し
そ
の
裏
で
、
Ｓ
Ｎ
Ｓ
で
の
誹
謗
中
傷
や
誤
審
が

問
題
視
さ
れ
、
五
輪
開
催
中
の
紛
争
休
戦
も
形
骸
化
し
、

五
輪
の
商
業
主
義
、国
家
主
義
な
ど
の
批
判
と
相
ま
っ
て
、

そ
の
存
在
意
義
が
問
わ
れ
て
い
る
の
も
ま
た
確
か
で
す
。

批
判
に
は
も
っ
と
も
な
側
面
も
あ
り
ま
す
が
、
選
手
達

は
、
自
分
の
、
そ
し
て
人
間
の
可
能
性
を
信
じ
、
そ
の
一

瞬
の
発
露
た
め
に
血
の
滲
む
努
力
を
し
、
五
輪
の
舞
台
に

立
っ
て
い
ま
す
。
そ
の
努
力
の
先
に
、
友
情
、
連
帯
、
平

和
が
あ
る
こ
と
を
願
い
、
オ
リ
ン
ピ
ズ
ム
を
全
う
で
き
る

よ
う
努
力
を
す
べ
き
で
は
な
い
で
し
ょ
う
か
。

    

オ
リ
ン
ピ
ズ
ム

オ
リ
ン
ピ
ズ
ム



行
い
、
各
都
道
府
県
労
働
局
長
が
地
域

別
最
低
賃
金
額
を
決
定
し
ま
す
（
※
異

議
申
出
に
関
す
る
手
続
を
経
て
、
例
年

10
月
頃
に
発
効
し
ま
す
。）。

今
年
度
の
目
安
が
示
し
た
引
上
げ
額

の
全
国
加
重
平
均
は
50
円
（
昨
年
度
は

43
円)

と
な
り
、
目
安
通
り
に
最
低
賃

金
が
決
定
さ
れ
れ
ば
、
昭
和
53
年
度
に

目
安
制
度
が
始
ま
っ
て
以
降
で
最
高
額

の
引
上
げ
と
な
り
、
引
上
げ
率
に
換
算

す
る
と
5.0
％
と
な
り
ま
す
が
、
こ
の
金

額
に
つ
い
て
は
、
労
働
者
側
委
員
と
使

用
者
側
委
員
と
の
間
で
意
見
の
一
致
を

見
る
に
至
ら
ず
、
公
益
委
員
の
見
解
及

び
小
委
員
会
報
告
を
地
方
最
低
賃
金
審

議
会
に
提
示
し
た
も
の
と
な
り
ま
す
。

【
参
考
】

◎
最
低
賃
金
制
度
と
は

最
低
賃
金
法
に
基
づ
き
、
国
が
賃
金

の
最
低
限
度
を
定
め
、
使
用
者
は
、
そ

の
最
低
賃
金
額
以
上
の
賃
金
を
労
働
者

令
和
６
年
８
月
１
日
か
ら
、
雇
用
保

険
の
「
基
本
手
当
日
額
」
が
変
更
に
な

り
ま
し
た
。

雇
用
保
険
で
は
、
離
職
者
の
「
賃
金

日
額
」（
※
１
）
に
基
づ
い
て
「
基
本

手
当
日
額
」（
※
２
）
が
算
定
さ
れ
て

い
ま
す
。
賃
金
日
額
に
つ
い
て
は
、
上

限
額
と
下
限
額
が
設
定
さ
れ
て
お
り
、

「
毎
月
勤
労
統
計
調
査
」
の
平
均
定
期

給
与
額
の
増
減
に
よ
り
、
毎
年
８
月
１

日
に
そ
の
額
が
変
更
さ
れ
ま
す
。

今
回
は
、
令
和
５
年
度
の
平
均
定
期

給
与
額
が
前
年
度
に
比
べ
約
1.7
％
上
昇

し
た
こ
と
か
ら
、
上
限
額
・
下
減
額
と

も
に
引
上
げ
に
な
り
ま
し
た
。

こ
れ
に
伴
い
、
雇
用
継
続
給
付
の
支

給
限
度
額
等
も
変
更
さ
れ
ま
し
た
。

※
１　
離
職
日
の
直
前
６
ヶ
月
に
毎
月

決
ま
っ
て
支
払
わ
れ
た
賃
金
か
ら

算
出
し
た
金
額

※
２　
失
業
給
付
の
１
日
当
り
の
金
額

１　
基
本
手
当

基
本
手
当
の
賃
金
日
額
と
基
本
手
当

日
額
の
上
限
額
が
〈
Ａ
表
〉
の
通
り
変

更
さ
れ
ま
し
た
。

２　
高
年
齢
雇
用
継
続
給
付

高
年
齢
雇
用
継
続
給
付
の
支
給
限
度

額
が
、
令
和
６
年
８
月
１
日
以
後
の
支

給
対
象
期
間
か
ら
〈
Ｂ
図
〉
の
通
り
変

更
さ
れ
ま
し
た
。

⑴　
支
給
対
象
月
に
支
払
い
を
受
け
た

賃
金
の
額
が
支
給
限
度
額
以
上
で
あ

る
と
き
は
、
高
年
齢
雇
用
継
続
給
付

は
支
給
さ
れ
ま
せ
ん
。

　
　
ま
た
、
支
給
対
象
月
に
支
払
い
を

受
け
た
賃
金
額
と
高
年
齢
雇
用
継
続

給
付
と
し
て
算
定
さ
れ
た
額
の
合
計

が
支
給
限
度
額
を
超
え
る
と
き
は
、

「（
支
給
限
度
額
）—

（
支
給
対
象
月

に
支
払
わ
れ
た
賃
金
額
）」
が
支
給

額
と
な
り
ま
す
。

⑵　
高
年
齢
雇
用
継
続
給
付
と
し
て
算

定
さ
れ
た
額
が
最
低
限
度
額
を
超
え

な
い
場
合
は
、
支
給
さ
れ
ま
せ
ん
。

⑶　
60
歳
到
達
時
の
賃
金
額
が
上
限
額

以
上
（
下
限
額
未
満
）
の
方
に
つ
い

て
は
、
賃
金
日
額
で
は
な
く
、
上
限

額
（
下
限
額
）
を
用
い
て
支
給
額
が

算
定
さ
れ
ま
す
（〈
Ｃ
図
〉）。

〈A表〉基本手当の賃金日額上（下）限額及び基本手当日額上（下）限額
【上限額】

年齢区分 賃金日額上限額 基本手当日額上限額
30歳未満 14,130円 7,065円

30歳以上45歳未満 15,690円 7,845円
45歳以上60歳未満 17,270円 8,635円
60歳以上65歳未満 16,490円 7,420円

65歳以上 14,130円 7,065円
【下限額】

賃金日額下限額 基本手当日額下限額
2,869円 2,295円

各都道府県に適用される目安のランク
ランク 都 道 府 県

Ａ 埼玉、千葉、東京、神奈川、愛知、大阪

Ｂ

北海道、宮城、福島、茨城、栃木、群馬、新潟、富山、石川、
福井、山梨、長野、岐阜、静岡、三重、滋賀、京都、兵庫、
奈良、和歌山、島根、岡山、広島、山口、徳島、香川、愛媛、
福岡

Ｃ 青森、岩手、秋田、山形、鳥取、高知、佐賀、長崎、熊本、
大分、宮崎、鹿児島、沖縄

【
答
申
の
ポ
イ
ン
ト
】

〔
ラ
ン
ク（
注
）ご
と
の
目
安
〕

各
都
道
府
県
の
引
上
げ
額
の
目

安
は
、
次
の
通
り
で
す
。

●
Ａ
〜
Ｃ
ラ
ン
ク
全
て
に
お
い
て　

　
　
　
　
　
　
　
「
50
円
」

（
注
）
都
道
府
県
の
経
済
実
態
に

応
じ
、
全
都
道
府
県
を
Ａ
Ｂ
Ｃ

の
３
ラ
ン
ク
に
分
け
て
、
引
上

げ
額
の
目
安
が
提
示
さ
れ
て
い

ま
す
。
現
在
、
A
ラ
ン
ク
で
６

都
府
県
、
B
ラ
ン
ク
で
28
道
府

県
、C
ラ
ン
ク
で
13
県
、と
な
っ

て
い
ま
す
。

　
　
　
　
　
　
　
　
（
下
表
参
照
）
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７
月
25
日
に
開
催
さ
れ
た
厚
生
労
働

省
の
中
央
最
低
賃
金
審
議
会
で
、
今
年

度
の
地
域
別
最
低
賃
金
額
改
定
の
目
安

に
つ
い
て
答
申
が
取
り
ま
と
め
ら
れ
、

公
表
さ
れ
ま
し
た
。

各
地
方
最
低
賃
金
審
議
会
は
、
こ
の

答
申
を
参
考
に
し
つ
つ
、
地
域
に
お
け

る
賃
金
実
態
調
査
や
参
考
人
の
意
見
等

も
踏
ま
え
た
調
査
審
議
の
上
、
答
申
を

に
支
払
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
制
度

で
、
仮
に
最
低
賃
金
よ
り
低
い
賃
金
を

労
使
合
意
で
定
め
て
も
、
法
律
上
無
効

と
さ
れ
、
最
低
賃
金
額
と
同
額
の
定
め

を
し
た
も
の
と
み
な
さ
れ
ま
す
。

◎
最
低
賃
金
の
種
類

最
低
賃
金
に
は
、
右
記
の
「
地
域
別

最
低
賃
金
」
と
、
特
定
の
産
業
で
働
く

労
働
者
に
適
用
さ
れ
る
「
特
定
最
低
賃

金
」
の
二
種
類
が
設
定
さ
れ
て
お
り
、

ど
ち
ら
か
高
い
方
の
最
低
賃
金
が
適
用

さ
れ
ま
す
。

 
令
和
６
年
度

  
地
域
別
最
低
賃
金
額
改
定
の
目
安
に
つ
い
て

《
雇
用
保
険
》

 

基
本
手
当
及
び
雇
用
継
続
給
付
の

　

 　
　
支
給
限
度
額
等
の
変
更
に
つ
い
て



３　
育
児
休
業
給
付
金

育
児
休
業
給
付
金
の
支
給
限
度
額
が
、

初
日
が
令
和
６
年
８
月
１
日
以
後
で
あ

る
支
給
対
象
期
間
か
ら
、〈
Ｄ
図
〉
の

通
り
変
更
に
な
り
ま
し
た
。

⑴　
育
児
休
業
給
付
金
は
、
育
児
休
業

を
開
始
し
た
日
の
前
日
を
離
職
日
と

み
な
し
て
算
定
さ
れ
る
賃
金
日
額
に

30
を
乗
じ
て
得
た
額
（
賃
金
月
額
）
の

イ　
休
業
日
数
180
日
ま
で
…
67
％

ロ　
休
業
日
数
181
日
以
降
…
50
％

の
給
付
率
に
相
当
す
る
額
が
、
原
則

と
し
て
支
給
額
と
な
り
ま
す
。

⑵　
⑴
の
文
章
中
の
「
賃
金
月
額
」
の

上
限
額
は
、
30
歳
以
上
45
歳
未
満
の

賃
金
日
額
上
限
額
×
30
と
決
め
ら
れ

て
い
ま
す
。

４　
介
護
休
業
給
付
金

介
護
休
業
給
付
金
の
支
給
限
度
額

が
、
初
日
が
令
和
６
年
８
月
１
日
以
後

で
あ
る
支
給
対
象
期
間
か
ら
、〈
Ｅ
図
〉

の
通
り
変
更
に
な
り
ま
し
た
。

⑴　
介
護
休
業
給
付
金
は
、
介
護
休
業

を
開
始
し
た
日
の
前
日
を
離
職
日
と

み
な
し
て
算
定
さ
れ
る
賃
金
日
額
に

30
を
乗
じ
て
得
た
額
（
賃
金
月
額
）

の
67
％
の
給
付
率
に
相
当
す
る
額

が
、
原
則
と
し
て
支
給
額
と
な
り
ま

す
。

⑵　
⑴
の
文
章
中
の
「
賃
金
月
額
」
の

上
限
額
は
、
45
歳
以
上
60
歳
未
満
の

賃
金
日
額
上
限
額
×
30
と
決
め
ら
れ

て
い
ま
す
。

※　
右
記
の
変
更
に
伴
い
、
こ
れ
ま
で

支
給
対
象
と
な
っ
て
い
た
方
が
支
給

対
象
と
な
ら
な
く
な
る
場
合
や
、
こ

れ
ま
で
支
給
対
象
と
な
ら
な
か
っ
た

方
が
支
給
対
象
と
な
る
場
合
、ま
た
、

現
在
、
給
付
を
受
け
て
い
る
方
の
給

付
額
が
変
更
と
な
る
場
合
が
あ
り
ま

す
の
で
、
ご
注
意
く
だ
さ
い
。

男
女
と
も
に
仕
事
と
育
児
・
介
護
を

両
立
で
き
る
よ
う
に
す
る
た
め
、
子
の

年
齢
に
応
じ
た
柔
軟
な
働
き
方
を
実
現

す
る
た
め
の
措
置
の
拡
充
、
育
児
休
業

の
取
得
状
況
の
公
表
義
務
の
対
象
拡
大

や
次
世
代
育
成
支
援
対
策
の
推
進
・
強

化
、
介
護
離
職
防
止
の
た
め
の
仕
事
と

介
護
の
両
立
支
援
制
度
の
強
化
等
の
措

置
が
講
じ
ら
れ
た
改
正
育
児
・
介
護
休

業
法
が
、
令
和
６
年
５
月
24
日
に
成
立

し
、
同
年
５
月
31
日
に
公
布
さ
れ
ま
し

た
。こ

こ
で
は
、
改
正
内
容
の
概
要
に
つ

い
て
、
お
知
ら
せ
い
た
し
ま
す
。

一　
子
の
年
齢
に
応
じ
た
柔
軟
な
働
き

方
を
実
現
す
る
為
の
措
置
の
拡
充

１　
３
歳
以
上
、
小
学
校
就
学
前
の
子

を
養
育
す
る
労
働
者
に
関
す
る
措

置
の
義
務
化

事
業
主
は
、
３
歳
以
上
の
小
学
校

就
学
前
の
子
を
養
育
す
る
労
働
者
に

関
し
、
職
場
の
ニ
ー
ズ
を
把
握
し
た

上
で
、
柔
軟
な
働
き
方
を
実
現
す
る

た
め
の
措
置
を
講
じ
、
労
働
者
が

選
択
し
て
利
用
で
き
る
よ
う
に
す
る

こ
と
、
ま
た
当
該
措
置
の
個
別
の
周

知
・
意
向
の
確
認
が
義
務
付
け
ら
れ

ま
す
。

構
ず
べ
き
措
置
の
内
容
は
、
①
始

業
時
刻
等
の
変
更
、
②
テ
レ
ワ
ー
ク

（
月
10
日
以
上
）、
③
保
育
施
設
の
設

置
運
営
等
、
④
短
時
間
勤
務
制
度
、

⑤
新
た
な
休
暇
の
付
与
（
年
10
日
以

〈B図〉高年齢雇用継続給付
【支給限度額】（受給できる額
ではありません。）
令和６年７月31日まで

370,452円

令和６年８月１日から

376,750円

【最低限度額】
令和６年７月31日まで

2,196円

令和６年８月１日から

2,295円

〈C図〉60歳到達時等の賃金月額
【上限額】

令和６年７月31日まで

486,300円

令和６年８月１日から

494,700円

【下限額】
令和６年７月31日まで

82,380円

令和６年８月１日から

86,070円

ロ  休業日数181日以降
【上限額】

令和６年７月31日まで

231,450円

令和６年８月１日から

235,350円

【下限額】
令和６年７月31日まで

41,190円

令和６年８月１日から

43,035円

イ  休業日数180日まで
【上限額】

令和６年７月31日まで

310,143円

令和６年８月１日から

315,369円

【下限額】
令和６年７月31日まで

55,194円

令和６年８月１日から

57,667円

〈D図〉育児休業給付金〈E図〉介護休業給付金
【上限額】

令和６年７月31日まで

341,298円

令和６年８月１日から

347,127円

【下限額】
令和６年７月31日まで

55,194円

令和６年８月１日から

5７,667円

※ 出生時育児休業給付の上限
額は 294,344 円となります
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  《
育
児
・
介
護
休
業
法
》

   

改
正
育
児
・
介
護
休
業
法
の

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
概
要
に
つ
い
て



上
）、
等
フ
ル
タ
イ
ム
で
働
き
な
が

ら
子
を
養
育
し
や
す
く
す
る
た
め
の

制
度
と
な
り
、
こ
れ
ら
の
中
か
ら
二

つ
以
上
の
制
度
を
選
択
し
て
措
置
し

な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

当
該
改
正
の
施
行
日
は
、
公
布
後

１
年
６
ヶ
月
以
内
の
政
令
で
定
め
る

日
と
な
り
ま
す
。

２　
所
定
外
労
働
の
制
限（
残
業
免
除
）

の
対
象
拡
大

現
在
、
３
歳
に
満
た
な
い
子
を
養

育
す
る
労
働
者
は
、
請
求
す
る
こ
と

に
よ
り
所
定
外
労
働
の
制
限
（
残
業

免
除
）
を
受
け
る
こ
と
が
可
能
と

な
っ
て
い
ま
す
が
、
当
該
制
限
を
受

け
る
こ
と
が
で
き
る
対
象
者
が
、
小

学
校
就
学
前
の
子
を
養
育
す
る
労
働

者
ま
で
拡
大
さ
れ
ま
す
。

３　
子
の
看
護
休
暇
の
見
直
し

現
在
、
小
学
校
就
学
前
の
子
を
養

育
す
る
労
働
者
に
対
し
、
負
傷
又
は

疾
病
に
か
か
っ
た
子
の
世
話
又
は
疾

病
の
予
防
を
図
る
た
め
に
必
要
な
世

話
を
行
う
た
め
、
事
業
主
に
申
し
出

る
こ
と
に
よ
り
、
１
年
度
に
お
い
て

５
日
（
そ
の
養
育
す
る
小
学
校
就
学

の
始
期
に
達
す
る
ま
で
の
子
が
２
人

以
上
の
場
合
に
あ
っ
て
は
、
10
日
）

を
限
度
と
し
て
、
子
の
看
護
休
暇
を

取
得
す
る
こ
と
が
で
き
る
と
さ
れ
て

い
ま
す
が
、当
該
制
度
の
名
称
を「
子

の
看
護
等
休
暇
」
に
変
更
、
対
象
と

な
る
子
の
範
囲
が
小
学
校
３
年
生
修

了
ま
で
延
長
さ
れ
、
取
得
事
由
と
し

て
、
感
染
症
に
伴
う
学
級
閉
鎖
や
入

園
・
入
学
式
、
卒
園
式
が
追
加
さ
れ

ま
す
。

ま
た
、
労
使
協
定
の
締
結
に
よ
り

除
外
で
き
る
労
働
者
に
つ
い
て
、「
引

き
続
き
雇
用
さ
れ
た
期
間
が
６
ヶ
月

未
満
で
あ
る
者
」
が
撤
廃
さ
れ
、「
週

の
所
定
労
働
日
数
が
２
日
以
下
で
あ

る
者
」
の
み
に
さ
れ
ま
す
。

４　
育
児
の
た
め
の
テ
レ
ワ
ー
ク
導
入

の
努
力
義
務
化

３
歳
に
満
た
な
い
子
を
養
育
す
る

労
働
者
が
、
テ
レ
ワ
ー
ク
を
選
択
す

る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
措
置
を
講

ず
る
こ
と
が
、
事
業
主
の
努
力
義
務

と
さ
れ
ま
す
。

右
記
２
〜
４
の
改
正
に
つ
い
て
の

施
行
日
は
、
令
和
７
年
４
月
１
日
と

な
り
ま
す
。

二　
仕
事
と
育
児
の
両
立
に
関
す
る
個

別
の
意
向
聴
取
・
配
慮
の
義
務
化

現
在
、
労
働
者
か
ら
本
人
又
は
配
偶

者
の
妊
娠
・
出
産
等
を
申
し
出
た
場

合
、
事
業
主
は
、
労
働
者
に
対
し
、
育

児
休
業
制
度
等
の
周
知
、
及
び
育
児
休

業
・
出
生
時
育
児
休
業
の
取
得
意
向
を

確
認
す
る
た
め
に
面
談
等
の
措
置
を
講

じ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
さ
れ
て
い
ま

す
が
、
労
働
者
の
仕
事
と
育
児
の
両
立

支
援
の
ニ
ー
ズ
に
対
応
す
る
た
め
に
は

「
柔
軟
な
働
き
方
を
実
現
す
る
た
め
の

措
置
」
の
制
度
等
の
周
知
と
そ
の
利
用

の
意
向
を
確
認
す
る
と
と
も
に
、
子
や

各
家
庭
の
状
況
に
応
じ
た
個
別
の
意
向

に
配
慮
す
る
必
要
が
あ
る
た
め
、
労
働

者
の
妊
娠
・
出
産
の
申
出
時
や
子
が
３

歳
に
な
る
ま
で
の
適
切
な
時
期
に
、
労

働
者
の
仕
事
と
育
児
の
両
立
に
関
す
る

制
度
の
個
別
の
周
知
や
、
個
別
の
「
意

向
の
聴
取
・
配
慮
」
を
す
る
こ
と
が
、

事
業
主
に
義
務
付
け
ら
れ
ま
す
。

「
意
向
の
聴
取
」
と
は
、
子
や
家
庭

の
状
況
に
よ
り
両
立
が
困
難
と
な
る
場

合
も
あ
る
た
め
、
労
働
者
の
離
職
を
防

ぐ
観
点
か
ら
、勤
務
時
間
帯
や
勤
務
地
、

両
立
支
援
制
度
の
利
用
期
間
の
希
望
等

を
確
認
す
る
こ
と
を
言
い
ま
す
。

「
意
向
の
配
慮
」
と
は
、
労
働
者
の

意
向
を
確
認
し
た
の
ち
、
自
社
の
状
況

に
応
じ
、
労
働
者
の
配
置
、
業
務
量
の

調
整
、
両
立
支
援
制
度
の
利
用
期
間
等

の
見
直
し
、
労
働
条
件
の
見
直
し
等
を

行
う
こ
と
で
す
。
例
え
ば
、
子
に
障
害

が
あ
る
等
の
場
合
に
短
時
間
勤
務
制
度

や
子
の
看
護
等
休
暇
等
の
利
用
可
能
期

間
を
延
長
す
る
こ
と
や
、
一
人
親
家
庭

の
場
合
に
子
の
看
護
等
休
暇
等
の
付
与

日
数
に
配
慮
す
る
こ
と
、
な
ど
が
挙
げ

ら
れ
ま
す
。
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三　
男
性
労
働
者
の
育
児
休
業
等
の
取

得
状
況
公
表
義
務
の
拡
大

現
在
、
従
業
員
数
1000
人
を
超
え
る
企

業
の
事
業
主
に
対
し
、
男
性
労
働
者
の

育
児
休
業
等
の
取
得
状
況
を
年
１
回
公

表
す
る
こ
と
が
義
務
付
け
ら
れ
て
い
ま

す
が
、
こ
の
事
業
規
模
が
300
人
超
の
企

業
ま
で
拡
大
さ
れ
ま
す
。

公
表
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
内
容

は
、
①
男
性
労
働
者
の
育
児
休
業
の
取

得
割
合
（
育
児
休
業
等
を
取
得
し
た

男
性
労
働
者
の
数　
配
偶
者
が
出
産
し

た
男
性
労
働
者
の
数
）、
②
男
性
労
働

者
の
育
児
休
業
等
と
育
児
目
的
休
暇
の

取
得
割
合
（（
育
児
休
業
等
を
取
得
し

た
男
性
労
働
者
の
数
＋
小
学
校
就
学
前

の
子
の
育
児
を
目
的
と
し
た
休
暇
制
度

を
利
用
し
た
男
性
労
働
者
の
数
） 　
配

偶
者
が
出
産
し
た
男
性
労
働
者
の
数
）、

の
い
ず
れ
か
と
な
り
ま
す
。

ま
た
、
公
表
は
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

な
ど
の
一
般
の
方
が
閲
覧
で
き
る
方
法

で
行
う
必
要
が
あ
り
ま
す
。

公
表
義
務
拡
大
の
施
行
日
は
、
令
和

７
年
４
月
１
日
に
な
り
ま
す
。

四　
育
児
休
業
取
得
等
に
関
す
る
状
況

把
握
・
数
値
目
標
設
定
の
義
務
化

次
世
代
育
成
支
援
対
策
推
進
法
に
お

い
て
、
従
業
員
数
100
人
超
の
企
業
に
対

し
、
従
業
員
の
仕
事
と
子
育
て
の
両
立

を
図
る
た
め
の
雇
用
環
境
の
整
備
や
、

子
育
て
を
し
て
い
な
い
従
業
員
も
含
め

た
多
様
な
労
働
条
件
の
整
備
な
ど
に
取

り
組
む
に
当
た
り
、計
画
期
間
、目
標
、

目
標
達
成
の
た
め
の
対
策
及
び
そ
の
実

施
時
期
を
「
一
般
事
業
主
行
動
計
画
」

と
し
て
策
定
し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん

が
、
改
正
に
よ
り
、
計
画
策
定
時
に
、

①
計
画
策
定
時
の
育
児
休
業
取
得
状
況

や
労
働
時
間
の
状
況
把
握
、
②
育
児
休

業
取
得
状
況
や
労
働
時
間
の
状
況
に
関

す
る
数
値
目
標
の
設
定
、
が
義
務
付
け

ら
れ
ま
す
。

五　
介
護
離
職
防
止
措
置
の
義
務
化

介
護
離
職
防
止
の
た
め
、
介
護
に
直

面
し
た
旨
の
申
出
を
し
た
労
働
者
に
対

す
る
個
別
の
周
知
・
意
向
確
認
、
雇
用

環
境
整
備
等
の
措
置
、
介
護
に
直
面
す

る
前
の
早
い
段
階
で
の
両
立
支
援
制
度

等
に
関
す
る
情
報
提
供
、
等
が
義
務
付

け
ら
れ
ま
す
。

多
様
な
働
き
方
を
効
果
的
に
支
え
る

雇
用
の
セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
の
構
築
、

「
人
へ
の
投
資
」
強
化
等
の
た
め
、
雇

用
保
険
の
対
象
拡
大
、教
育
訓
練
や
リ・

ス
キ
リ
ン
グ
支
援
の
充
実
、
育
児
休
業

給
付
に
係
る
安
定
的
な
財
政
運
営
の
確

保
等
の
措
置
が
講
じ
ら
れ
た
改
正
雇
用

保
険
法
が
、
令
和
６
年
５
月
10
日
に
成

立
し
、
同
年
５
月
17
日
に
公
布
さ
れ
ま

し
た
。

こ
こ
で
は
、
改
正
内
容
の
概
要
に
つ

い
て
、
お
知
ら
せ
い
た
し
ま
す
。

一　
雇
用
保
険
の
適
用
拡
大

雇
用
労
働
者
の
中
で
働
き
方
や
生
計

維
持
の
在
り
方
の
多
様
化
が
進
展
し
て

い
る
こ
と
を
踏
ま
え
、
雇
用
の
セ
ー
フ

テ
ィ
ネ
ッ
ト
を
拡
げ
る
必
要
が
あ
る
こ

と
か
ら
、
雇
用
保
険
の
被
保
険
者
の
要

件
の
う
ち
、
週
所
定
労
働
時
間
を
「
20

時
間
以
上
」
か
ら
「
10
時
間
以
上
」
に

変
更
し
、
適
用
対
象
を
拡
大
し
ま
す
。

こ
の
拡
大
に
よ
る
給
付
内
容
も
、
現
行

の
被
保
険
者
と
同
様
に
、
基
本
手
当
、
教

育
訓
練
給
付
、
育
児
休
業
給
付
等
が
支
給

さ
れ
ま
す
。

但
し
、「
被
保
険
者
期
間
の
算
定
基
準
」

や
「
失
業
認
定
基
準
」
に
つ
い
て
は
、
現

行
の
二
分
の
一
と
し
、「
被
保
険
者
期
間

の
算
定
基
準
」
に
つ
い
て
は
賃
金
の
支
払

基
礎
と
な
っ
た
日
数
が
６
日
以
上
又
は

賃
金
支
払
の
基
礎
と
な
っ
た
労
働
時
間
数

が
40
時
間
以
上
あ
る
場
合
を
一
月
と
カ
ウ

ン
ト
す
る
こ
と
と
し
、「
失
業
認
定
基
準
」

に
つ
い
て
は
労
働
し
た
場
合
で
あ
っ
て
も
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１
日
の
労
働
時
間
が
２
時
間
未
満
に
と

ど
ま
る
場
合
は
失
業
日
と
認
定
す
る
こ

と
と
な
り
ま
す
。

二　
自
己
都
合
離
職
者
の
給
付
制
限
の

見
直
し

現
在
、
自
己
都
合
離
職
者
に
対
し
て

は
、
失
業
給
付
の
受
給
に
当
た
り
、
待

機
満
了
の
翌
日
か
ら
原
則
２
ヶ
月
間

（
５
年
以
内
に
２
回
を
超
え
る
場
合
は

３
ヶ
月
）
の
給
付
制
限
期
間
が
あ
り
ま

す
が
、
労
働
者
が
安
心
し
て
再
就
職
活

動
を
行
え
る
よ
う
に
す
る
観
点
等
を
踏

ま
え
、
次
の
通
り
給
付
期
限
期
間
が
見

直
さ
れ
ま
す
。

①　
原
則
の
給
付
制
限
期
間
が
２
ヶ
月

か
ら
１
ヶ
月
に
短
縮
さ
れ
ま
す
。
但

し
、
５
年
間
で
３
回
以
上
の
自
己
都

合
離
職
の
場
合
に
は
給
付
制
限
期
間

が
３
ヶ
月
と
さ
れ
ま
す
。

②　
離
職
期
間
中
や
離
職
日
前
１
年
以

内
に
、
自
ら
雇
用
の
安
定
及
び
就
職

の
促
進
に
資
す
る
教
育
訓
練
（
教
育

訓
練
給
付
の
対
象
と
な
る
教
育
訓
練

そ
の
他
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る

訓
練
）
を
行
っ
た
場
合
に
は
、
給
付

制
限
が
解
除
さ
れ
ま
す
。

三　
教
育
訓
練
給
付
の
拡
充

厚
生
労
働
大
臣
が
指
定
す
る
教
育
訓

練
を
受
講
・
修
了
し
た
場
合
、
そ
の
費

用
の
一
部
を
支
給
す
る
こ
と(

教
育
訓

練
給
付)

を
通
じ
て
、
労
働
者
の
学
び

直
し
等
が
支
援
さ
れ
て
い
ま
す
が
、
個

人
の
主
体
的
な
リ
・
ス
キ
リ
ン
グ
等
へ

の
直
接
支
援
を
よ
り
一
層
強
化
、
推
進

す
る
と
と
も
に
、
そ
の
教
育
訓
練
の
効

果
（
賃
金
上
昇
や
再
就
職
等
）
を
高
め

て
い
く
必
要
が
あ
る
こ
と
か
ら
、
教
育

訓
練
給
付
金
の
給
付
率
の
上
限
が
、
受

講
費
用
の
70
％
か
ら
80
％
に
引
き
上
げ

ら
れ
ま
す
。

具
体
的
に
は
、
専
門
実
践
教
育
訓
練

給
付
金
（
中
長
期
的
キ
ャ
リ
ア
形
成
に

資
す
る
専
門
的
・
実
践
的
な
教
育
訓
練

講
座
を
対
象
）
に
つ
い
て
、
教
育
訓
練

の
受
講
後
に
賃
金
が
上
昇
し
た
場
合
、

現
行
の
追
加
給
付
に
加
え
て
、
さ
ら
に

受
講
費
用
の
10
％ (
合
計
80
％
）
が
追

加
で
支
給
さ
れ
ま
す
。

ま
た
、
特
定
一
般
教
育
訓
練
給
付
金

（
速
や
か
な
再
就
職
及
び
早
期
の
キ
ャ
リ

ア
形
成
に
資
す
る
教
育
訓
練
講
座
を
対

象
）
に
つ
い
て
、
資
格
取
得
し
就
職
等

し
た
場
合
、
受
講
費
用
の
10
％ (

合
計

50
％)

が
追
加
で
支
給
さ
れ
ま
す
。

四　
教
育
訓
練
中
の
生
活
を
支
え
る
た

め
の
給
付
の
創
設

現
在
、
労
働
者
が
自
発
的
に
教
育
訓

練
に
専
念
す
る
た
め
に
仕
事
か
ら
離
れ

る
場
合
に
、
そ
の
訓
練
期
間
中
の
生
活

費
を
支
援
す
る
仕
組
み
が
な
い
た
め
、

労
働
者
の
主
体
的
な
能
力
開
発
を
よ
り

一
層
支
援
す
る
観
点
か
ら
、
離
職
者
等

を
含
め
、
労
働
者
が
生
活
費
等
へ
の
不

安
な
く
教
育
訓
練
に
専
念
で
き
る
よ
う

に
す
る
必
要
が
あ
る
こ
と
か
ら
、
雇
用

保
険
被
保
険
者
が
教
育
訓
練
を
受
け
る

た
め
の
休
暇
を
取
得
し
た
場
合
に
、
基

本
手
当
に
相
当
す
る
給
付
と
し
て
、
賃

金
の
一
定
割
合
を
支
給
す
る
「
教
育
訓

練
休
暇
給
付
金
」
が
創
設
さ
れ
ま
す
。

こ
の
給
付
は
、
雇
用
保
険
被
保
険
者
が

対
象
と
な
り
ま
す
が
、
次
の
場
合
は
、

対
象
と
な
り
ま
せ
ん
。

イ　
休
暇
開
始
日
前
２
年
間
に
お
け
る

み
な
し
被
保
険
者
期
間
が
、
通
算

し
て
12
箇
月
に
満
た
な
い
と
き
。

ロ　
当
該
一
般
被
保
険
者
を
受
給
資
格

者
と
、
休
暇
開
始
日
の
前
日
を
受

給
資
格
に
係
る
離
職
の
日
と
み
な

し
た
場
合
の
算
定
基
礎
期
間
に
相

当
す
る
期
間
が
、
５
年
に
満
た
な

い
と
き
。

五　
特
定
理
由
離
職
者
の
特
例
の
延
長

特
定
理
由
離
職
者
の
う
ち
、
期
間
の

定
め
の
あ
る
労
働
契
約
の
期
間
が
満
了

し
、
か
つ
、
当
該
労
働
契
約
の
更
新
が

な
い
こ
と
に
よ
り
離
職
し
た
者
に
つ
い

て
は
、
失
業
給
付
の
所
定
給
付
日
数
を

倒
産
・
解
雇
等
に
よ
る
退
職
者
（
特
定

受
給
資
格
者
）
並
み
に
す
る
と
の
暫
定

措
置
が
令
和
７
年
３
月
31
日
ま
で
と
さ

れ
て
お
り
ま
す
が
、
こ
の
特
例
を
２
年

間
延
長
し
、
令
和
９
年
３
月
31
日
ま
で

と
さ
れ
ま
す
。

六　
就
業
促
進
手
当
の
改
正

現
在
、
安
定
し
た
職
業
以
外
の
職
業

に
早
期
再
就
職
し
た
場
合
の
手
当
と
し

て
「
就
業
手
当
」
が
設
け
ら
れ
、ま
た
、

早
期
に
再
就
職
し
、
離
職
前
の
賃
金
か

ら
再
就
職
後
の
賃
金
が
低
下
し
て
い
た

場
合
に
、
低
下
し
た
賃
金
の
６
ヶ
月
分

を
支
給
す
る
手
当
と
し
て
「
就
業
促
進

定
着
手
当
」が
設
け
ら
れ
て
い
ま
す
が
、

支
給
実
績
や
人
手
不
足
の
状
況
等
を

踏
ま
え
、「
就
業
手
当
」
が
廃
止
さ
れ

る
と
と
も
に
、「
就
業
促
進
定
着
手
当
」

の
上
限
を
支
給
残
日
数
の
20
％ (

現
行

は
40
％
又
は
30
％)

に
引
き
下
げ
ら
れ

ま
す
。

七　
施
行
期
日
に
つ
い
て

前
述
致
し
ま
し
た
主
な
法
改
正
の
施

行
期
日
は
次
の
通
り
で
す
。

「
三　
教
育
訓
練
給
付
の
拡
充
」
に

つ
い
て
は
令
和
６
年
10
月
１
日
、「
二

　
自
己
都
合
離
職
者
の
給
付
制
限
の
見

直
し
」、「
五　
特
定
理
由
離
職
者
の
特

例
の
延
長
」、「
六　
就
業
促
進
手
当
の

改
正
」
に
つ
い
て
は
令
和
７
年
４
月
１

日
、「
四　
教
育
訓
練
中
の
生
活
を
支

え
る
た
め
の
給
付
の
創
設
」
に
つ
い
て

は
令
和
７
年
10
月
１
日
、「
一　
雇
用

保
険
の
適
用
拡
大
」
に
つ
い
て
は
令
和

10
年
10
月
１
日
、
と
な
り
ま
す
。

教 育 訓 練 休 暇 給 付 金

対象者 ・雇用保険被保険者

支給要件 ・教育訓練のための休暇（無給）を取得すること。
・被保険者期間が 5 年以上あること。

給付内容
 ・離職した場合に支給される基本手当の額と同じ。
 ・給付日数は、被保険者期間に応じて 90 日、120 日、150 日のい

ずれか。

国庫負担  ・給付に要する費用の１／４又は１／ 40（基本手当と同じ）

〈改正後の教育訓練給付の内容〉
専門実践 特定一般

本体給付 50% 40%
追加給付①

（資格取得等） 20% 10%

追加給付②
（賃金上昇） 10% −

最大給付率 80% 50%
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